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（注）
　制度の被保険者になる前日に被用者保険（国民健康保険組合は除く。）の被扶養者であった方については、激変
緩和のため、被保険者となってからの２年間は所得割額は課されず、被保険者均等割額を５割軽減します。
　さらに、平成 20年度に限り特別措置として、被保険者均等割額の負担について４月から９月までは凍結し、10
月から平成 21年３月までは９割軽減することとなっています。

被保険者本人の基礎控除後の総所得金額※ × 0.0871（所得割率）・・・①　
※基礎控除後の総所得金額とは
　年金収入のみ（330 万円以下）の被保険者の場合、年金収入額から、基礎控
除額（33万円）と公的年金等控除額（120万円）を引いた金額

４７，２７２円　・・・・・・・・・・・・②
ただし、下記の対象者となる所得の低い世帯の方については、

【対象者】
世帯の被保険者およびその属する世帯の世
帯主の総所得金額※の合計が、

※総所得金額とは
  年金収入のみ（330 万円以下）の被保険者
の場合、年金収入額から、高齢者特別控除
額（15万円）と 公的年金等控除額（120万円）
を引いた金額

33万円（基礎控除額）　
 以下の場合は、

⇒
７割軽減により
１４，１８１円

33万円＋ 24万５千円×当該世帯に属す
る被保険者数（被保険者である当該世帯
主を除く。）

 以下の場合は、

⇒
５割軽減により
２３，６３６円

33万円＋ 35万円×当該世帯に属する被
保険者数 

以下の場合は、
⇒

２割軽減により 
３７，８１７円

被保険者均等割額

所得割額
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れ
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と
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。
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。

■
問
い
合
わ
せ
／

山
口
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局

☎
０
８
３
（
９
２
１
）
７
１
１
０ 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http://w
w
w
.koukikourei.tow

nnet.pref.
yam
aguchi.jp/

保険料の計算方法

医
療
の
給
付
に
つ
い
て

○
給
付
の
種
類
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
が
受
け
る
療
養
の
給
付
や
各
種

費
用
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
新
た
に
設
け
ら

れ
る
「
高
額
介
護
合
算
療
養
費
」
を
除
き
、

現
行
の
「
老
人
保
健
制
度
」
お
よ
び
「
国
民

健
康
保
険
制
度
」
で
支
給
さ
れ
て
い
る
も
の

と
基
本
的
に
は
同
じ
で
す
。

○
患
者
負
担
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
が
医
療
機
関
で
受
診
し
た
際
、

か
か
っ
た
費
用
の
１
割
（
現
役
並
み
所
得
者

は
３
割
）
を
医
療
機
関
の
窓
口
で
支
払
っ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

な
お
、
窓
口
負
担
に
は
月
ご
と
の
上
限
額

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
上
限
額
に

つ
い
て
は
「
老
人
保
健
制
度
」
と
同
じ
で
す
。

※
３
割
負
担
と
な
る
現
役
並
み
所
得
者
に
該

当
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
同
一
世
帯

の
被
保
険
者
の
み
の
所
得
と
収
入
に
よ
り
判

定
し
ま
す
。
こ
の
判
定
に
よ
り
、
新
た
に
３

割
負
担
と
判
定
さ
れ
る
方
に
は
激
変
緩
和
措

置
が
あ
り
ま
す
。

○
葬
祭
費
の
支
給
に
つ
い
て

　

被
保
険
者
が
死
亡
し
た
と
き
は
、
そ
の
方

の
葬
祭
を
行
っ
た
方
の
申
請
に
よ
り
、
５
万

円
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

年
金
額
が
年
額
18
万
円
以
上
の
方
で
介

護
保
険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
を

合
わ
せ
た
額
が
、
年
金
額
の
２
分
の
１
以

下
の
方

※
平
成
20
年
度
特
例

　

国
民
健
康
保
険
、
国
保
組
合
に
加
入
し

て
い
て
４
月
１
日
ま
で
に
75
歳
に
な
っ
て

い
る
方
に
つ
い
て
は
、
４
月
支
給
分
の
年

金
か
ら
徴
収
開
始

　

被
用
者
保
険
被
扶
養
者
に
つ
い
て
は
10

月
支
給
分
の
年
金
か
ら
徴
収
開
始

　

被
用
者
保
険
被
保
険
者
に
つ
い
て
は
７

月
、
８
月
、
９
月
に
普
通
徴
収
、
10
月
以

降
は
10
月
支
給
分
の
年
金
か
ら
徴
収
開
始

　

前
記
（
特
別
徴
収
）
に
該
当
し
な
い
方

や
災
害
そ
の
他
特
別
の
事
情
に
よ
り
、
特

別
徴
収
の
方
法
で
保
険
料
を
徴
収
す
る
こ

と
が
著
し
く
困
難
な
方

○
普
通
徴
収

　
（
納
付
書
や
口
座
振
替
等
に
よ
り
、

　

町
に
対
し
個
別
に
支
払
い
）

○
特
別
徴
収

　
（
年
金
か
ら
自
動
的
に
支
払
い
）


